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�愛媛県告示第１８５０号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令

第８号）第１条第１項の規定による救急病院でなくなった。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８５１号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事業を廃

止した旨の届出があった。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８５２号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１７条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事

業を廃止した旨の届出があった。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第１８５４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」

という。）第５条第１項の規定による届出があったので、同

条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労

働部産業支援局経営支援課及び今治地方局産業経済部商工労

政課並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供

する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ゲオ今治鳥生店

今治市南鳥生町三丁目７６８番地１外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所

並びに法人にあっては代表者の氏名

井出 順�
今治市東鳥生町二丁目１番４０号

井原 安久

今治市北鳥生町二丁目３番２０号

�山 光則

今治市北鳥生町二丁目３番２２号

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名

称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ゲオ

愛知県春日井市如意申町五丁目１１番３号

代表取締役 沢田 喜代則

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成１８年５月２３日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，４６５平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

６８台

イ 駐輪場の収容台数

１９台

ウ 荷さばき施設の面積

４０平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

１０立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻

及び閉店時刻

開店時刻 午前１０時

閉店時刻 午前１時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前９時４５分から午前１時１５分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

出入口２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる

時間帯

午前９時から午後５時まで

２ 届出年月日

平成１７年９月２２日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺

の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意

見を有する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次の

とおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するととも

に、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び今治地方

局産業経済部商工労政課並びに今治市役所において告示の

日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意

見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１８５３号
知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１５条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事業

を廃止した旨の届出があった。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者

サービスの種類
廃止に係る指定居宅支援事業所 届 出

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００１０００１４１１３ 有限会社大西タクシー
今治市大西町新町甲
７１０番地２ 別 府 行 義 身体障害者居

宅介護 大西ライフサポート 今治市大西町新町甲
７１０番地２

平成１７年
９月１２日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者

サービスの種類
廃止に係る指定居宅支援事業所 届 出

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００２０００２１１１７ 有限会社大西タクシー
今治市大西町新町甲
７１０番地２ 別 府 行 義 知的障害者居

宅介護 大西ライフサポート 今治市大西町新町甲
７１０番地２

平成１７年
９月１２日

愛 媛 県 報平成１７年１０月１４日 第１７０２号
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�愛媛県告示第１８５５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定

により、松山市立待堰土地改良区の定款の変更を認可した。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８５６号
松山市南高井土地改良区から認可申請のあった土地改良事

業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・大割地区）

の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８

条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する

。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排

水）・大割地区）変更計画書の写し

� 松山市南高井土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１７年１０月１７日から１１月１４日まで

３ 縦覧場所

松山市役所

�������
�愛媛県告示第１８５７号
愛媛県森林病害虫等防除事業補助金交付規程（昭和３８年７

月愛媛県告示５１４号）の一部を次のように改正し、告示の日

から施行し、平成１７年度の補助金から適用する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第２条の表松くい虫薬剤駆除（地上散布）の項中「５ヘク

タール以上」を「０．３ヘクタール以上」に改める。

�������
�愛媛県告示第１８５８号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、宇和島市役所に

おいて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧する

ことができる。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 愛媛県知事 加戸 守行

松山市御宝町１１９番１

２ 埋立区域

� 位置

Ａ工区

愛媛県宇和島市三浦西新１１７番地先から同市三浦西１２

９９番３地先までの公有水面

Ｂ工区

愛媛県宇和島市三浦西１２９９番３地先から同市三浦西１２

９９番９地先までの公有水面

Ｃ工区

愛媛県宇和島市三浦西１２９９番９地先から同市三浦西新

６６番１３地先までの公有水面

Ｄ工区

愛媛県宇和島市三浦西新６６番１３地先から同市三浦西１６

８９番３地先までの公有水面

� 区域

Ａ工区

次の１点から３点までを順次直線で結んだ線並びに３

点と１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｔ．Ｐ．＋０．８９

メートル）の陸と公有水面との接する線に囲まれた区域

基点（愛媛県宇和島市三浦西１３１５番地内に設置した金

属鋲）は、北緯３３度１０分０１秒、東経１３２度２８分５３秒の地

点

１点は、基点から真北３２０度４２分３４秒１４７．９３メートル

の地点

２点は、１点から真北１４７度３３分１６秒４．７４メートルの

地点

３点は、２点から真北１４７度２８分４３秒４．２１メートルの

地点

Ｂ工区

次の４点から５点までを順次直線で結んだ線並びに５

点と４点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｔ．Ｐ．＋０．８９

メートル）の陸及び大内桟橋と公有水面との接する線に

囲まれた区域

基点（愛媛県宇和島市三浦西１３１５番地内に設置した金

属鋲）は、北緯３３度１０分０１秒、東経１３２度２８分５３秒の地

点

４点は、基点から真北３１９度４８分４３秒１３０．４８メートル

の地点

５点は、４点から真北１４６度１３分５８秒１０．９８メートル

の地点

Ｃ工区

次の６点から３４点までを順次直線で結んだ線並びに３４

点と６点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｔ．Ｐ．＋０．８９

メートル）の陸及び大内桟橋と公有水面との接する線に

囲まれた区域

基点（愛媛県宇和島市三浦西１３１５番地内に設置した金

属鋲）は、北緯３３度１０分０１秒、東経１３２度２８分５３秒の地

点

６点は、基点から真北３１８度５８分２５秒１１５．５９メートル

の地点

７点は、６点から真北１４６度３０分５３秒３．６７メートルの

地点

８点は、７点から真北１４６度１０分２９秒５．８３メートルの

地点

９点は、８点から真北１４６度５３分１１秒４．０５メートルの

地点

１０点は、９点から真北１４５度１６分４２秒４．８６メートルの

愛 媛 県 報平成１７年１０月１４日 第１７０２号
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地点

１１点は、１０点から真北１４３度４４分４９秒４．８６メートルの

地点

１２点は、１１点から真北１４２度３７分４９秒１．７８メートルの

地点

１３点は、１２点から真北１４２度３３分４０秒３．０７メートルの

地点

１４点は、１３点から真北１４０度４４分３７秒４．８５メートルの

地点

１５点は、１４点から真北１３９度２８分０２秒４．８５メートルの

地点

１６点は、１５点から真北１３７度５１分２４秒４．８６メートルの

地点

１７点は、１６点から真北４８度２６分３７秒１．４４メートルの地

点

１８点は、１７点から真北１３７度１９分４９秒３．１７メートルの

地点

１９点は、１８点から真北２２７度２０分０３秒１．３７メートルの

地点

２０点は、１９点から真北１３５度０７分３７秒３．６７メートルの

地点

２１点は、２０点から真北１３３度４５分５６秒７．７２メートルの

地点

２２点は、２１点から真北１３１度４２分２７秒４．８６メートルの

地点

２３点は、２２点から真北１３０度１０分１３秒４．８６メートルの

地点

２４点は、２３点から真北１２８度３７分１２秒４．８６メートルの

地点

２５点は、２４点から真北１２６度５７分４８秒２．５５メートルの

地点

２６点は、２５点から真北１２７度００分０５秒１．７８メートルの

地点

２７点は、２６点から真北１２７度０５分０６秒０．５２メートルの

地点

２８点は、２７点から真北１２５度３４分４９秒４．８５メートルの

地点

２９点は、２８点から真北１２４度１１分３９秒３．５３メートルの

地点

３０点は、２９点から真北３３度４９分５９秒１．４７メートルの地

点

３１点は、３０点から真北１２２度５５分０８秒３．２０メートルの

地点

３２点は、３１点から真北２１３度４２分２３秒１．５０メートルの

地点

３３点は、３２点から真北１２１度３６分２７秒７．５８メートルの

地点

３４点は、３３点から真北１１９度０８分２２秒６．６９メートルの

地点

Ｄ工区

次の３５点から４９点までを順次直線で結んだ線並びに４９

点と３５点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｔ．Ｐ．＋０．８９

メートル）の陸と公有水面との接する線に囲まれた区域

基点（愛媛県宇和島市三浦西１３１５番地内に設置した金

属鋲）は、北緯３３度１０分０１秒、東経１３２度２８分５３秒の地

点

３５点は、基点から真北２３度３２分２４秒１３．５８メートルの

地点

３６点は、３５点から真北１１４度４１分５０秒３．４８メートルの

地点

３７点は、３６点から真北１１３度２０分０９秒４．８５メートルの

地点

３８点は、３７点から真北１１１度２２分１２秒６．６９メートルの

地点

３９点は、３８点から真北１０９度１３分５８秒７．８９メートルの

地点

４０点は、３９点から真北１０７度１５分４３秒４．８６メートルの

地点

４１点は、４０点から真北１６度３６分０４秒１．５２メートルの地

点

４２点は、４１点から真北１０５度４２分０５秒３．１４メートルの

地点

４３点は、４２点から真北１９４度１９分２３秒１．５１メートルの

地点

４４点は、４３点から真北１０４度１９分４９秒１．６０メートルの

地点

４５点は、４４点から真北１０４度２０分３４秒４．９２メートルの

地点

４６点は、４５点から真北１０２度２１分０６秒４．８６メートルの

地点

４７点は、４６点から真北１０１度１９分１６秒４．８６メートルの

地点

４８点は、４７点から真北９９度３１分５４秒５．３１メートルの地

点

４９点は、４８点から真北９７度５９分００秒４．７２メートルの地

点

� 面積

Ａ工区 ７．１０平方メートル

Ｂ工区 １１．７８平方メートル

Ｃ工区 ４５１．０１平方メートル

Ｄ工区 ２９１．２７平方メートル

合計 ７６１．１６平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１１年３月１５日 愛媛県指令港第５号

４ しゅん功認可年月日

平成１７年１０月１４日

�������
�愛媛県告示第１８５９号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、宇和島市役所に

おいて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧する

ことができる。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛 媛 県 報平成１７年１０月１４日 第１７０２号

１０４２
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１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

宇和島市

宇和島市曙町１番地

代表者 宇和島市長 石橋 寛久

宇和島市栄町港２丁目４番１４号

２ 埋立区域

� 位置

宇和島市遊子２５３９番２地先から同２６９７番１地先までの

公有水面

� 区域

次の１点から８点までを順次直線で結んだ線並びに８

点と１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ＋２．

２５メートル）の陸と公有水面との接する線により囲まれ

た区域

基点（宇和島市遊子２５３９番２地先に設置の標柱）は、

北緯３３度１２分０９秒、東経１３２度２７分２６秒の地点

１点は、基点から真北１４９度４２分４１秒２０．００メートル

の地点

２点は、１点から真北２０１度２９分５８秒１３．１０メートル

の地点

３点は、２点から真北１４９度４２分２９秒３４．４４メートル

の地点

４点は、３点から真北１４９度４２分２９秒２．７８メートルの

地点

５点は、４点から真北２４０度０１分５０秒３６．２５メートル

の地点

６点は、５点から真北１４５度５３分４１秒１．００メートルの

地点

７点は、６点から真北１４５度５０分３６秒２９．１７メートル

の地点

８点は、７点から真北１４５度５０分２９秒２．９８メートルの

地点

� 面積

４，１１１．７２平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

昭和４９年３月１８日 愛媛県指令河第３４１号

４ しゅん功認可年月日

平成１７年１０月１４日

�������
�愛媛県告示第１８６０号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、愛南町役場にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

愛南町

南宇和郡愛南町城辺甲２４２０番地

代表者 愛南町長 谷口 長治

南宇和郡愛南町城辺甲４１７９番地２

２ 埋立区域

� 位置

南宇和郡愛南町中泊７７１番２地先の公有水面

� 区域

次の１点から７点までを順次直線で結んだ線、７点と

８点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ＋２．１０メ

ートル）における公有水面と陸地との境界線、並びに８

点と１点を結んだ線により囲まれた区域

基点（南宇和郡愛南町中泊７７１番２地先の町道中泊赤

崎鼻線の道路端に設置された金属鋲）は、北緯３２度５６分

２０秒、東経１３２度２９分００秒の地点

１点は、基点から真北３０９度０８分２４秒３６．３７メートの

地点

２点は、１点から真北３１度２５分１２秒２６．３０メートルの

地点

３点は、２点から真北１２１度２５分４８秒１．００メートルの

地点

４点は、３点から真北３１度２５分１２秒３．４０メートルの地

点

５点は、４点から真北３０１度２５分４８秒１．００メートルの

地点

６点は、５点から真北３１度２５分１２秒２３．６４メートルの

地点

７点は、６点から真北１２１度２５分４８秒２２．５１メートの

地点

８点は、７点から真北２０１度３５分０５秒５４．１１メートの

地点

� 面積

１，５５１．６５平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１５年２月２１日 愛媛県指令港第２２号

４ しゅん功認可年月日

平成１７年１０月１４日

�愛媛県告示第１８６１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛 媛 県 報平成１７年１０月１４日 第１７０２号

１０４３
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�愛媛県告示第１８６２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８６３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８６４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８６５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号 四国中央市新宮町新宮２３４番２
旧 １０．２～３０．７ ０．０５０

新 １７．６～３６．３ ０．０５０

〃 〃
四国中央市新宮町新宮２３４番２から

同町新宮２５６番１地先まで

旧 ５．９～４３．７ ０．３５０

新 ５．９～４３．７
９．８～１２７．３

０．３５０
０．１７０

〃 〃
四国中央市新宮町新宮２５６番１地先から

同町新宮２６３番１地先まで

旧 ５．０～４４．３ ０．４７０

新 １１．７～４５．０ ０．４７０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 久谷森松停車場線
松山市浄瑠璃町甲５１３番５から

同町甲９０２番２まで

旧 ４．８～１３．４ ０．０８８

新 １４．６～２３．４ ０．０８８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久谷森松停車場線
松山市浄瑠璃町甲５１３番５から

同町甲９１５番２まで
平成１７年１０月１４日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 野佐来八幡浜線
大洲市稲積１８３番８から

同市稲積１７７番５まで

旧 ３．７～１１．４ ０．２０５

新 ７．８～１４．５ ０．２０５

愛 媛 県 報平成１７年１０月１４日 第１７０２号

１０４４
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�愛媛県告示第１８６６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８６７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８６８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８６９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 野佐来八幡浜線
大洲市稲積１８３番８から

同市稲積１７７番５まで
平成１７年１０月１４日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 土居魚成線
西予市城川町嘉喜尾３１３８番５から

同町嘉喜尾３００２番３まで

旧 ２．８～２１．２ ０．３３７

新 ２．８～３８．６
７．２～３８．６

０．３５０
０．３４６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 土居魚成線
西予市城川町嘉喜尾３１３８番５から

同町嘉喜尾３１２０番３まで
平成１７年１０月１４日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 網代鳥越線
南宇和郡愛南町平碆７２５番２から

同町平碆７２６番地先まで

旧 １０．２～３８．０ ０．０７９

新 ２２．０～３８．０ ０．０８３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 網代鳥越線
南宇和郡愛南町平碆７２５番２から

同町平碆７２６番地先まで
平成１７年１０月１４日

愛 媛 県 報平成１７年１０月１４日 第１７０２号

１０４５
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�愛媛県告示第１８７０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８７１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８７２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８７３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８７４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１７年１０月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 一本松城辺線
南宇和郡愛南町小山６９６番６から

同町小山７００番まで

旧 ５．２～６．８ ０．１１８

新 ９．５～１３．６ ０．１１８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 一本松城辺線
南宇和郡愛南町小山６９６番６から

同町小山７００番まで
平成１７年１０月１４日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 高茂岬船越線
南宇和郡愛南町小成川３８９番２から

同町小成川３７８番６まで

旧 ４．３～５．０ ０．１２４

新 １０．６～１２．３ ０．１２４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 高茂岬船越線
南宇和郡愛南町小成川３８９番２から

同町小成川３７８番６まで
平成１７年１０月１４日
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教育委員会規則

��������������

�愛媛県教育委員会規則第１０号
愛媛県奨学資金貸与条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１７年１０月１４日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県奨学資金貸与条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県奨学資金貸与条例施行規則（昭和３７年愛媛県教育委員会規則第１０号）の一部を次のように改正する。

第３条中第２号及び第３号を削り、第４号を第２号とする。

第５条第１項中「、大学」を削る。

第１号様式中

「
進 学
希 望 校

高等学校（中等教育学校・高等部）
科

立 高等専門学校・専修学校（高等課程） 学部
学科

短期大学・大学

高等学校卒業
程度認定試験
合 格 年 度

年度 を

」

「
進 学
希 望 校

高等学校（中等教育学校・高等部）
立 高等専門学校 科

専修学校（高等課程）
に改める。

」

第３号様式中「学部、学科」を「科」に改め、同様式�注１中「、高等学校、高等専門学校又は専修学校の高等課程に進学し
た場合に」を削り、同様式�注３中「、高等学校、高等専門学校又は専修学校の高等課程に進学した場合に記入し」を削る。
第４号様式から第６号様式まで、第９号様式及び第１０号様式中「学部、科」を「科」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に改正前の愛媛県奨学資金貸与条例施行規則（以下「旧規則」という。）第１号様式、第３号様式か

ら第６号様式まで、第９号様式及び第１０号様式の規定により提出されている書類は、改正後の愛媛県奨学資金貸与条例施行

規則第１号様式、第３号様式から第６号様式まで、第９号様式及び第１０号様式の規定により提出された書類とみなす。

３ この規則施行の際現にある旧規則第１号様式、第３号様式から第６号様式まで、第９号様式及び第１０号様式の規定による

書類の用紙は、当分の間、これを訂正して使用することができる。

�愛媛県教育委員会規則第１１号
県立中学校の廃止及び県立中等教育学校の設置に伴う関係教育委員会規則の整備に関する規則を次のように定める。

平成１７年１０月１４日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

県立中学校の廃止及び県立中等教育学校の設置に伴う関係教育委員会規則の整備に関する規則

（県立学校における授業料等減免規則の一部改正）

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１７松局建（開）第４１号

平成１７年９月３０日

伊予市下吾川字北野４８２番１、４８２番３、４８２番７、４８２番８、４８３番
１、４８３番２、４８４番及び４８２番７地先農道一部併用

伊予市上吾川甲３５番地１
芳我不動産
代表者 芳 我 孝 義

１７西建管第８４０号

平成１７年１０月３日
西条市ひうち字西ひうち８番４、８番１３及び８番２９

今治市小浦町一丁目４番５２号
今治造船株式会社
代表取締役 檜 垣 榮 治

１７西建管第８７４号

平成１７年１０月３日

西条市樋之口字梅ヶ須賀４３６番１０、４３６番１０地先農道及び４３６番１０地
先西側水路並びに同市喜多川字梅ヶ須賀７３６番２、７３９番２、７３９番
３、７４０番１、７４０番２、７４１番１、７４１番２、７４１番４、７４１番５、７４
２番２、７４２番７、７６２番４、７６２番５、７６６番２、７６６番３、７６６番４
、７６８番３、７６８番４、７７０番２、７３９番２地先農道、７３９番３地先農
道、７４０番１地先農道、７４０番１地先水路、７４２番２地先農道、７４２番
７地先農道、７６２番４地先農道、７６２番５地先東側農道、７６２番５地
先南側農道、７６６番２地先水路、７６６番３地先水路、７６６番４地先水
路、７６８番３地先農道及び７７０番２地先農道

西条市神拝甲５１１番地１０９
有限会社すばる
取締役 井 下 富士男
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第１条 県立学校における授業料等減免規則（昭和３０年愛媛県教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

第１条中「入学金」の下に「、後期課程進級料」を加える。

第２条第２項中「入学金」の下に「、後期課程進級料」を加え、「一に」を「いずれかに」に改める。

第３条第２項、第８条第１項及び第９条中「入学金」の下に「、後期課程進級料」を加える。

（愛媛県教育委員会事務委任規則の一部改正）

第２条 愛媛県教育委員会事務委任規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。

第２条第１１号中「中学校及び高等学校」を「高等学校及び中等教育学校」に改める。

（学校教育法施行細則の一部改正）

第３条 学校教育法施行細則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第２０号）の一部を次のように改正する。

第２５条を削る。

第２６条中「（県立の中学校を除く。）」を削り、同条を第２５条とする。

第２７条中「第２５条」を「第２６条」に、「高等学校」を「中等教育学校」に改め、同条の前に次の１条及び章名を加える。

（指導要録の様式及び編製）

第２６条 規則第１２条の３第１項の規定により、県立の高等学校の校長が作成する指導要録の様式及び編製については、別に

定める。

２ 規則第１２条の３第２項の規定により、県立の高等学校の校長が作成する指導要録の抄本の様式は、別に定める。

第４章の２ 中等教育学校

第２９条及び第３０条中「第２５条」を「第２６条」に改める。

（愛媛県県立学校管理規則の一部改正）

第４条 愛媛県県立学校管理規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第２１号）の一部を次のように改正する。

目次中「中学校及び高等学校」を「高等学校及び中等教育学校」に改め、
「第７節 中学校における入学、転学、退学等

第８節 高等学校における入学、転学、留学

（第４１条の２─第４１条の６）
を
「第７節 高等学校における入学、転学、留学、休学、退学等（第４２条─第４８

、休学、退学等（第４２条─第４８条の２）」 第８節 中等教育学校における入学、転学、留学、休学、退学等（第４８条の

条の２）
に改める。

３─第４８条の８）」

「第２章 中学校及び高等学校」を「第２章 高等学校及び中等教育学校」に改める。

第３条中第１項を削り、第２項を第１項とし、同項の次に次の１項を加える。

２ 中等教育学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等は、別に定めるところによる。

第３条の２中「中学校及び高等学校」を「高等学校及び中等教育学校」に改める。

第４条第１項中「中学校」を「高等学校」に、「第５５条」を「第６５条」に改め、同条第２項中「高等学校」を「中等教育

学校」に、「第６５条」を「第６５条の１０」に改める。

第９条中「第５５条又は第６５条」を「第６５条又は第６５条の１０」に改める。

第１０条の２を削る。

第２章中第７節を削り、第８節を第７節とし、同節の次に次の１節を加える。

第８節 中等教育学校における入学、転学、留学、休学、退学等

（中等教育学校の入学及び編入学）

第４８条の３ 中等教育学校に入学することのできる者は、小学校又はこれに準ずる学校を卒業した者とする。

２ 第１学年の途中又は第２学年以上に入学することのできる者は、相当年齢に達し、当該学年に在学する生徒と同等以上

の学力があると校長が認めた者とする。

（中等教育学校の入学の許可）

第４８条の４ 中等教育学校の入学は、別に定めるところにより行う入学者の選考に基づいて、校長が許可する。

２ 前項の選考に係る志願手続については、別に定める。

（中等教育学校の前期課程の転学及び退学）

第４８条の５ 中等教育学校の前期課程に在学する生徒が転学を希望するときは、校長は、その生徒の在学証明書及び指導要

録写しを転学先の校長に送付しなければならない。

２ 中等教育学校の前期課程に転学を希望する生徒のあるときは、校長は、教育上支障のない場合には、転学を許可するこ

とができる。
ろう

３ 校長は転学を許可した場合には、その生徒の従前在学していた中学校（中等教育学校の前期課程並びに盲学校、聾学校

及び養護学校（以下「特殊学校」という。）の中学部を含む。）の校長に、その旨を通知しなければならない。

４ 中等教育学校の前期課程の全課程を修了する前に退学したときは、施行令第１０条の定めるところによる。

（出席不良等の通知）

第４８条の６ 中等教育学校の校長は、施行令第２０条に規定する学齢生徒があるときには、速やかに、同条の規定による通知
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を市町村の教育委員会にしなければならない。

（全課程修了者の通知）

第４８条の７ 中等教育学校の校長は、毎学年の終了後、速やかに、施行令第２２条の規定による通知を市町村の教育委員会に

しなければならない。

（準用規定）

第４８条の８ 第４５条から第４７条までの規定は、中等教育学校の後期課程に、これを準用する。この場合において、第４５条中

「転学又は転籍」とあるのは、「転学」と読み替えるものとする。
ろう

第５０条中「盲学校、聾学校及び養護学校（以下「特殊学校」という。）」を「特殊学校」に改める。

第５７条第２項中「第４１条の４第１項、第４１条の５及び第４１条の６」を「第４８条の５第１項、第４８条の６及び第４８条の７」

に改める。

（愛媛県県立学校学則の一部改正）

第５条 愛媛県県立学校学則（昭和３３年愛媛県教育委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

第８条中「第４１条の３及び第４１条の４、」を削り、「第４７条まで」の下に「、第４８条の４、第４８条の５、第４８条の８」を

加え、「並びに第５５条」を「、第５５条」に改める。

第１４条の３第１項中「中学校」を「中等教育学校の前期課程」に改める。

第１５条中「入学金」の下に「、後期課程進級料」を加える。

様式第１号を次のように改める。
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様式第１号（第６条関係）

様式第１号（その１） 高等学校

第 号 割

印

卒 業 証 書

校 印

氏 名

生 年 月 日

本校の 科の課程を修了したことを証する

年 月 日

学校長氏名 �

様式第１号（その２） 専攻科

第 号 割

印

卒 業 証 書

校 印

氏 名

生 年 月 日

本校の 科（ ）の課程を修了したことを証する

年 月 日

学校長氏名 �

様式第１号（その３） 中等教育学校

第 号 割

印

卒 業 証 書

校 印

氏 名

生 年 月 日

中等教育学校の課程を修了したことを証する

年 月 日

学校長氏名 �
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（愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部改正）

第６条 愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則（昭和３９年愛媛県教育委員会規則第７号）の一

部を次のように改正する。

第２条を削る。

第３条中「別表第２の１」を「別表第１の１」に、「別表第２の２」を「別表第１の２」に、「別表第３」を「別表第２

」に改め、同条を第２条とし、同条の次に次の１条を加える。

（中等教育学校）

第３条 中等教育学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等は、別表第３に掲げるとおりとする。

別表第１を削る。

別表第２の１中「第３条」を「第２条」に、

「 三 島高等学校 ３年 普 通 科 ８４０ ４年 普 通 科 夜 １６０

商 業 科 １２０

情報デザイン科 １２０

土 居高等学校 ３年 普 通 科 ５２０

新 居 浜 東高等学校 ３年 普 通 科 １，０４０

新 居 浜 西高等学校 ３年 普 通 科 ９６０ ３年以上 普 通 科 夜 １６０

生 活 文 化 科 １２０

新 居 浜 南高等学校 ３年 総 合 学 科 ４８０

を

」

「 三 島高等学校 ３年 普 通 科 ８００ ４年 普 通 科 夜 １２０

商 業 科 １２０

情報デザイン科 １２０

土 居高等学校 ３年 普 通 科 ４８０

新 居 浜 東高等学校 ３年 普 通 科 １，０００

新 居 浜 西高等学校 ３年 普 通 科 ９６０ ３年以上 普 通 科 夜 １６０

生 活 文 化 科 ８０

新 居 浜 南高等学校 ３年 総 合 学 科 ４４０

に、

」

「 西 条高等学校 ３年 普 通 科 ８４０ ４年 普 通 科 夜 １６０

理 数 科 １２０

商 業 科 １２０

西 条 農 業高等学校 ３年 生 産 科 学 科 １２０

農 業 土 木 科 １２０

グリーン環境科 １２０

生 活 科 学 科 １２０

食 品 科 学 科 ８０

小 松高等学校 ３年 普 通 科 ４００

ライフデザイン科 １２０

を

」

「 西 条高等学校 ３年 普 通 科 ８００ ４年 普 通 科 夜 １６０

理 数 科 １２０

商 業 科 １２０

西 条 農 業高等学校 ３年 生 産 科 学 科 １２０

農 業 土 木 科 １２０

グリーン環境科 １２０

生 活 科 学 科 １２０

食 品 科 学 科 ４０

小 松高等学校 ３年 普 通 科 ３６０

ライフデザイン科 １２０

に、

」
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「 今 治 東高等学校 ３年 普 通 科 ５２０

今 治 西高等学校 ３年 普 通 科 １，０４０ ４年 普 通 科 夜 １６０

衛 生 看 護 科 ８０

を

」

「 今 治 東高等学校 ３年 普 通 科 ３２０

今 治 西高等学校 ３年 普 通 科 １，０００ ４年 普 通 科 夜 １６０

衛 生 看 護 科 ４０

に、

」

「 今 治 工 業高等学校 ３年 機 械 科 １２０ ４年 機 械 科 夜 １６０

電 子 機 械 科 １２０ 電 気 科 １２０

電 気 科 １２０

情 報 技 術 科 １２０

環 境 化 学 科 １２０

繊 維 工 学 科 １２０

デ ザ イ ン 科 １２０

伯 方高等学校 ３年 普 通 科 ２４０

岩 城 分 校 ４年 普 通 科 昼夜 １２０

を

」

「 今 治 工 業高等学校 ３年 機 械 科 １２０ ４年 機 械 科 夜 １２０

電 子 機 械 科 １２０ 電 気 科 ８０

電 気 科 １２０

情 報 技 術 科 １２０

環 境 化 学 科 １２０

繊 維 工 学 科 １２０

デ ザ イ ン 科 １２０

伯 方高等学校 ３年 普 通 科 ２４０

岩 城 分 校 ４年 普 通 科 昼夜 ８０

に、

」

「 松 山 東高等学校 ３年 普 通 科 １，３２０

松 山 西高等学校 ３年 普 通 科 ６４０

松 山 南高等学校 ３年 普 通 科 １，１２０ ３年以上 普 通 科 夜 １６０

理 数 科 １２０

を

」

「 松 山 東高等学校 ３年 普 通 科 １，２８０

松 山 西高等学校 ３年 普 通 科 ３６０

松 山 南高等学校 ３年 普 通 科 １，０８０ ３年以上 普 通 科 夜 １６０

理 数 科 １２０

に、

」

「 松 山 北高等学校 ３年 普 通 科 １，２８０ 」を

「 松 山 北高等学校 ３年 普 通 科 １，２４０ 」に、

「 松 山 工 業高等学校 ３年 機 械 科 １６０ ４年 機 械 科 夜 １６０

電 子 機 械 科 １２０ 電 気 科 １６０

電 気 科 １２０ 建 築 科 １６０

電 子 科 １２０

情 報 技 術 科 １２０

工 業 化 学 科 １２０

建 築 科 １２０

土 木 科 １２０

繊 維 科 １２０

を
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松 山 商 業高等学校 ３年 商 業 科 ３２０ ４年 商 業 科 夜 １６０

流 通 経 済 科 ３６０

国 際 経 済 科 １２０

情報ビジネス科 ３６０ 」

「 松 山 工 業高等学校 ３年 機 械 科 １２０ ４年 機 械 科 夜 １６０

電 子 機 械 科 １２０ 電 気 科 １６０

電 気 科 １２０ 建 築 科 １６０

電 子 科 １２０

情 報 技 術 科 １２０

工 業 化 学 科 １２０

建 築 科 １２０

土 木 科 １２０

繊 維 科 １２０

松 山 商 業高等学校 ３年 商 業 科 ２８０ ４年 商 業 科 夜 １６０

流 通 経 済 科 ３６０

国 際 経 済 科 １２０

情報ビジネス科 ３６０

に、

」

「 伊 予高等学校 ３年 普 通 科 １，２００ 」を

「 伊 予高等学校 ３年 普 通 科 １，１６０ 」に、

「 大 洲高等学校 ３年 普 通 科 ４８０

商 業 科 ２４０
を

」

「 大 洲高等学校 ３年 普 通 科 ４８０

商 業 科 ２００
に、

」

「 内 子高等学校 ３年 普 通 科 ４４０ 」を

「 内 子高等学校 ３年 普 通 科 ４００ 」に、

「 八幡浜工業高等学校 ３年 機 械 科 １２０

電 気 科 １２０

情 報 技 術 科 １２０

土 木 科 １２０

を

」

「 八幡浜工業高等学校 ３年 機 械 科 １２０

電 気 科 ８０

情 報 技 術 科 ８０

電 気 技 術 科 ４０

土 木 科 １２０

に、

」

「 宇 和高等学校 ３年 普 通 科 ３６０

生 物 工 学 科 １２０

商 業 科 ４０

野 村高等学校 ３年 普 通 科 ３２０

畜 産 科 １２０

を

」

「 宇 和高等学校 ３年 普 通 科 ３６０

生 物 工 学 科 １２０

野 村高等学校 ３年 普 通 科 ２８０

畜 産 科 １２０

に、

」
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「 宇 和 島 南高等学校 ３年 普 通 科 ５２０ ３年以上 普 通 科 夜 １６０

宇和島水産高等学校 ３年 海 洋 漁 業 科 ７０

水 産 食 品 科 １０５

水 産 増 殖 科 １０５

海 洋 工 学 科 ７０

海 洋 技 術 科 ３５

吉 田高等学校 ３年 普 通 科 ２４０

機 械 科 １２０

電 気 科 ８０

電 子 科 ８０

建 築 科 １２０

電 気 電 子 科 ４０

を

」

「 宇 和 島 南高等学校 ３年 普 通 科 ３２０ ３年以上 普 通 科 夜 １６０

宇和島水産高等学校 ３年 海 洋 漁 業 科 ３５

水 産 食 品 科 １０５

水 産 増 殖 科 １０５

海 洋 工 学 科 ３５

海 洋 技 術 科 ７０

吉 田高等学校 ３年 普 通 科 ２４０

機 械 科 １２０

電 気 科 ４０

電 子 科 ４０

電 気 電 子 科 ８０

建 築 科 １２０

に、

」

「 南 宇 和高等学校 ３年 普 通 科 ８４０

農 業 科 １２０
を

」

「 南 宇 和高等学校 ３年 普 通 科 ８００

農 業 科 １２０
に改

」

め、同表を別表第１の１とする。

別表第２の２中「第３条」を「第２条」に改め、同表を別表第１の２とする。

別表第３中「第３条」を「第２条」に改め、同表を別表第２とし、同表の次に次の１表を加える。

別表第３（第３条関係）

備考 １ 第１学年の入学定員は、生徒定員を修業年限で除して
得た数とする。

２ 後期課程の課程及び学科は、それぞれ全日制の課程及
び普通科とする。

学 校 名 修 業 年 限 生 徒 定 員

今治東中等教育学校 ６年 ９６０

松山西中等教育学校 ６年 ９６０

宇和島南中等教育学校 ６年 ９６０

別表第４中

「
第 一 養 護 学 校 ２ 年 保 育 １０

幼 稚 部

１ 年 保 育 ５
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を

小 学 部 ６ 年

中 学 部 ３ 年

高

等 本 科 ３ 年 普 通 科 ６０

部

整 肢 療 護 園 分 校 小 学 部 ６ 年

中 学 部 ３ 年

第 二 養 護 学 校 小 学 部 ６ 年

中 学 部 ３ 年

第 三 養 護 学 校 小 学 部 ６ 年

中 学 部 ３ 年

高 普 通 科 １５０

等 本 科 ３ 年

部 産 業 科 ３６ 」

「 第 一 養 護 学 校 ２ 年 保 育 １０

幼 稚 部

１ 年 保 育 ５

小 学 部 ６ 年

中 学 部 ３ 年

高

等 本 科 ３ 年 普 通 科 ６８

部

整 肢 療 護 園 分 校 小 学 部 ６ 年

中 学 部 ３ 年

第 三 養 護 学 校 小 学 部 ６ 年

中 学 部 ３ 年

高 普 通 科 １５０

等 本 科 ３ 年

部 産 業 科 ４２

に、

」

「 今 治 養 護 学 校 小 学 部 ６ 年

中 学 部 ３ 年

高 普 通 科 １５０

等 本 科 ３ 年

部 産 業 科 ３６

太 陽 の 家 分 校 小 学 部 ６ 年

中 学 部 ３ 年

東 予 学 園 分 校 小 学 部 ６ 年

中 学 部 ３ 年

宇 和 養 護 学 校 小 学 部 ６ 年

中 学 部 ３ 年

高 普 通 科 ９０

等 本 科 ３ 年

部 産 業 科 ３６

を

」
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「 今 治 養 護 学 校 小 学 部 ６ 年

中 学 部 ３ 年

高 普 通 科 １５０

等 本 科 ３ 年

部 産 業 科 ４２

太 陽 の 家 分 校 小 学 部 ６ 年

中 学 部 ３ 年

新 居 浜 分 校 小 学 部 ６ 年

中 学 部 ３ 年

東 予 学 園 分 校 小 学 部 ６ 年

中 学 部 ３ 年

宇 和 養 護 学 校 小 学 部 ６ 年

中 学 部 ３ 年

高 普 通 科 ９０

等 本 科 ３ 年

部 産 業 科 ４２

に改め、同表備考

」

２中「肢体不自由者」の下に「及び病弱者（身体虚弱者を含む。）」を加え、「、第二養護学校にあつては病弱者（身体虚

弱者を含む。）のための学校を」を削る。

（愛媛県教科書採択委員会規則の一部改正）

第７条 愛媛県教科書採択委員会規則（昭和４１年愛媛県教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

第１条中「中学校」を「中等教育学校の前期課程」に改める。

（愛媛県教育委員会事務局組織規則の一部改正）

第８条 愛媛県教育委員会事務局組織規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

第３条の表義務教育課の項第１号中「（県立中学校を除く。以下この項において同じ。）」を削り、同項第２号中「（県

立中学校教職員を除く。以下この項において同じ。）」を削り、同表高校教育課の項第９号中「県立中学校入学者選考」を

「県立中等教育学校入学者選考」に改める。

（愛媛県県立中学校の通学区域に関する規則の一部改正）

第９条 愛媛県県立中学校の通学区域に関する規則（平成１４年愛媛県教育委員会規則第１４号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

愛媛県県立中等教育学校の通学区域に関する規則

第１条中「県立中学校」を「県立中等教育学校」に、「中学校」を「中等教育学校」に改める。

第２条及び第５条中「中学校」を「中等教育学校」に改める。

別表中「中学校名」を「中等教育学校名」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定、第４条中愛媛県県立学校管理規則第２章中第７節

の次に１節を加える改正規定（第４８条の４に係る部分に限る。）及び第８条中愛媛県教育委員会事務局組織規則第３条の表

高校教育課の項の改正規定は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 次の表の左欄に掲げる中等教育学校における平成１８年度の教育課程の編成並びに平成１７年度中に実施する入学者の選考及

び編入学者の選抜については、愛媛県県立学校管理規則第１０条及び第３条の規定による改正後の愛媛県県立学校管理規則第

４８条の４第１項の規定にかかわらず、それぞれ同表の右欄に掲げる中学校の校長が行うものとする。

今治東中等教育学校 今治東中学校

松山西中等教育学校 松山西中学校

宇和島南中等教育学校 宇和島南中学校

３ 平成１７年度中に実施する入学者の選考及び編入学者の選抜において、県外から前項の表の左欄に掲げる中等教育学校に入

学を志願する者があるときは、それぞれ同表の右欄に掲げる中学校の校長が教育長の承認を得て許可するものとする。
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４ この規則施行の際現に今治東中学校、松山西中学校、宇和島南中学校及び第二養護学校に在学する児童及び生徒は、その

時においてそれぞれ今治東中等教育学校、松山西中等教育学校、宇和島南中等教育学校及び第一養護学校の児童及び生徒と

なるものとする。

（高等学校の入学定員の特例）

５ 第６条の規定による改正後の愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則（以下「改正後の県立

学校の生徒定員等に関する規則」という。）別表第１の１備考２本文の規定にかかわらず、次の表に掲げる学校の学科につ

いては、平成１８年度における第１学年の入学定員は、当該入学定員欄に掲げるとおりとする。

学 校 名
全 日 制 の 課 程

学 科 入 学 定 員

三 島高等学校 普 通 科 ２４０

新 居 浜 東高等学校 普 通 科 ３２０

新 居 浜 南高等学校 総 合 学 科 １２０

西 条高等学校 普 通 科 ２４０

今 治 西高等学校 普 通 科 ３２０

松 山 東高等学校 普 通 科 ４００

松 山 北高等学校 普 通 科 ４００

松 山 商 業高等学校 商 業 科 ８０

伊 予高等学校 普 通 科 ３６０

大 洲高等学校 商 業 科 ４０

内 子高等学校 普 通 科 １２０

八幡浜工業高等学校 電気技術科 ４０

野 村高等学校 普 通 科 ８０

宇和島水産高等学校 海洋技術科 ３５

吉 田高等学校 電気電子科 ４０

南 宇 和高等学校 普 通 科 ２４０

（高等学校の入学定員の適用除外）

６ 次の表に掲げる学校の学科については、改正後の県立学校の生徒定員等に関する規則別表第１の１備考２の規定は、適用

しない。

学 校 名
全日制の課程 定時制の課程

備 考
学 科 学 科

三 島高等学校 普 通 科 平成１８年度から生徒募集を停止

新 居 浜 西高等学校 生活文化科 同

今 治 東高等学校 普 通 科 同

今 治 工 業高等学校 機 械 科 同

松 山 西高等学校 普 通 科 同

八幡浜工業高等学校 電 気 科 同

情報技術科 同

宇 和 島 南高等学校 普 通 科 同

（特殊学校の入学定員の特例）

７ 改正後の県立学校の生徒定員等に関する規則別表第４備考１本文の規定にかかわらず、次の表に掲げる学校の高等部の学

科については、平成１８年度における第１学年の入学定員は、当該入学定員欄に掲げるとおりとする。

学 校 名 部 学 科 入 学 定 員

第 一 養 護 学 校 高 等 部 本 科 普 通 科 ２８

第 三 養 護 学 校 高 等 部 本 科 産 業 科 １６

愛 媛 県 報平成１７年１０月１４日 第１７０２号
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教育委員会告示

�愛媛県教育委員会告示第９号
博物館法施行規則（昭和３０年文部省令第２４号）第２４条の規

定により、次のとおり博物館に相当する施設の指定を取り消

した。

平成１７年１０月１４日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

１ 指定を取り消した博物館に相当する施設

� 設置者の名称

窪田 義直

� 名称

愛媛亜熱帯植物園

� 所在地

伊予郡松前町大字中川原９２８番地

２ 取消年月日

平成１７年１０月５日

�������
�愛媛県教育委員会告示第１０号
平成１８年度愛媛県県立高等学校入学者選抜実施要項を次の

ように定める。

平成１７年１０月１４日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

平成１８年度愛媛県県立高等学校入学者選抜実施要項

平成１８年度愛媛県県立高等学校の入学者の選抜は、この要

項に基づいて実施する。ただし、通信制の課程及び専攻科の

入学者の選抜は、愛媛県教育委員会教育長（以下「教育長」

という。）が別に定める要領により行う。

第１ 募集

１ 平成１８年度県立高等学校の第１学年の募集人員は、別

に定める。

２ 職業教育を主とする学科のうち、農業、工業、商業及

び水産に関する各学科においては、それぞれに属する２

以上の学科について、一括して募集することができる。

第２ 通学区域

通学区域は、愛媛県県立高等学校の通学区域に関する

規則（昭和３８年愛媛県教育委員会規則第１５号）の定める

ところによる。

第３ 一般入学者選抜

１ 出願資格

入学を志願できる者は、次の各号のいずれかに該当す

る者とする。

� 平成１８年３月末日までに中学校若しくはこれに準ず

る学校（以下「中学校等」という。）を卒業する見込

みの者又は中等教育学校の前期課程を修了する見込み

の者

� 中学校等を卒業した者又は中等教育学校の前期課程

を修了した者

� 中学校を卒業した者と同等以上の学力があると認め

られる者

２ 出願

入学志願者は、在籍又は出身の中学校等又は中等教育

学校の校長（以下「中学校長」という。）を経て（在籍

及び出身の中学校等及び中等教育学校のない場合は直接

）、志願先高等学校の校長（以下「高等学校長」という

。）に入学願書を提出しなければならない。この場合に

おいて、全日制の課程と定時制の課程とを併願すること

はできない。

出願期間は、平成１８年２月１７日（金）午前９時から同

月２３日（木）正午までとし、受付時間、出願手続等の詳

細については、教育長が別に定める。

３ 志願変更

入学志願者は、入学願書受付締切り後、平成１８年２月

２４日（金）午前９時から３月２日（木）正午までの期間

に、いずれの学校、いずれの課程、いずれの学科へでも

１回に限り志願変更をすることができる。

なお、当該期間中の受付時間、変更手続等の詳細につ

いては、教育長が別に定める。

４ 報告書

中学校長から高等学校長に提出する報告書は、次のと

おりとし、その様式等については、教育長が別に定める

。

� 調査書

� 学習成績等一覧表

５ 学力検査

入学志願者全員に対して次により学力検査を行う。

� 検査教科

ア 全日制の課程

国語、社会、数学、理科及び英語の５教科とする

。

イ 定時制の課程

国語を入学志願者全員に受検させることとし、社

会、数学、理科及び英語の４教科から２教科を入学

志願者に選択させて、計３教科とする。

� 検査問題

中学校学習指導要領（平成１０年１２月文部省告示第１

７６号）に示されている各教科の目標及び内容に則し、

基本的事項について出題する。

今 治 養 護 学 校 高 等 部 本 科 産 業 科 １６

宇 和 養 護 学 校 高 等 部 本 科 産 業 科 １６

（愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部を改正する規則の一部改正）

８ 愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部を改正する規則（平成１６年愛媛県教育委員会

規則第１３号）の一部を次のように改正する。

附則第３項及び第４項中「別表第２の１」を「別表第１の１」に改める。

愛 媛 県 報平成１７年１０月１４日 第１７０２号
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� 検査期日

平成１８年３月９日（木）及び同月１０日（金）

� 学力検査場

志願先高等学校（本校又は分校）

６ 面接及び実技テスト

� 面接は、入学志願者全員に対して行う。

� 実技テストは、工業科のデザイン科の入学志願者に

対して行う。

� 面接及び実技テストは、学力検査終了後に行う。

７ 入学者の選抜

高等学校長は、報告書、学力検査の成績等を資料とし

て、次により入学者を選抜する。

� 各高等学校、学科等の特色を踏まえて、その教育を

受けるに足る能力・適性等を判定する。

� 全日制の課程については、次の第１選抜及び第２選

抜の順に選抜し、合格者を決定する。ただし、入学志

願者数が募集人員（推薦入学確約者を除く。以下この

号において同じ。）を下回っている場合は、ア及びイ

中「募集人員」とあるのは、「入学志願者数」と読み

替えるものとする。

ア 第１選抜

調査書点（調査書の各教科の学習の記録の第１、

第２、第３学年において履修した必修教科の評定の

合計をいう。以下イにおいて同じ。）が上位から募

集人員の９０パーセント程度以内にある者のうち、調

査書の記録並びに面接及び実技テストの結果が良好

な者を対象にして、学力検査の成績の上位順に募集

人員の７０パーセント程度の者を選抜する。

イ 第２選抜

第１選抜で選抜されなかったすべての者を対象に

、学力検査の成績（Ａ）、調査書点（Ｂ）、調査書

の各教科の学習の記録以外の記録並びに面接及び実

技テストの評価の得点（Ｃ）を用いて、募集人員の

３０パーセント程度の者を選抜する。この場合におい

て、Ａ、Ｂ及びＣの比率は、それぞれＡは３～６、

Ｂは２～４、Ｃは２～４の範囲内とし、Ａ、Ｂ及び

Ｃの比率の合計が１０となるように高等学校長が当該

高等学校の学科ごとに定め、事前に公表する。

なお、学力検査の成績、調査書の記録又は面接若

しくは実技テストの結果のいずれかにより成業の見

込みがないと判断した場合には、合格者としない。

� 定時制の課程については、高等学校長の判断により

、第１選抜を行わず、第２選抜の方法のみによってす

べての合格者を決定することができる。

８ 合格者の発表

合格者の発表を行う期日は、次のとおりとし、発表の

方法等は、教育長が別に定める。

平成１８年３月２０日（月）

９ 第２次募集

定時制の課程については、第１次募集における合格者

が募集人員に満たない場合は、第２次募集を行うものと

する。この場合において、学力検査の教科は、第１次募

集の場合に準ずる。

学力検査を行う期日は、平成１８年４月４日（火）とし

、合格者の発表を行う期日は、同月５日（水）とする。

なお、学力検査の方法等の詳細については、教育長が

別に定める。

第４ 推薦入学者選抜

１ 実施学科

全日制の課程のすべての学科について実施する。

２ 募集人員

推薦入学の募集人員は、普通科及び理数科にあっては

当該学科の募集人員の５パーセントから１５パーセントま

で程度の範囲内で、職業教育を主とする学科及び総合学

科にあっては当該学科の募集人員の２０パーセントから３０

パーセントまで程度の範囲内で高等学校長が当該高等学

校の学科ごとに定め、事前に公表する。

３ 出願資格

� 推薦入学を志願できる者は、平成１８年３月末日まで

に県内の中学校等を卒業する見込みの者又は中等教育

学校の前期課程を修了する見込みの者であって、次の

要件のすべてに該当し、かつ、在籍の中学校等又は中

等教育学校の校長（以下「在籍中学校長」という。）

が推薦するものとする。

ア 当該高等学校・学科を志望する動機や理由が明白

で適切であること。

イ 当該高等学校・学科に適性、興味・関心を有する

こと。

ウ 人物が優れていること。

エ 調査書の記録が良好であり、当該高等学校・学科

における学習活動に成果が期待できること。

オ 次の要件のいずれかに該当すること。

� 特別活動において優れた実績を有すること。

� 校内外のスポーツ活動、文化活動、奉仕活動等

のうち、いずれかの分野において、熱心な活動が

見られること又は優れた成果を上げていること。

� 理数科又は職業教育を主とする学科を志願する

者にあっては、調査書の各教科の学習の記録のう

ち、それぞれの学科に関連した教科において秀で

ていること。

� 出願資格の詳細については、各高等学校長が、それ

ぞれの高等学校の教育目標、当該学科の特色、地域性

等を十分考慮して定めるものとする。

４ 出願

推薦入学志願者は、在籍中学校長を経て、高等学校長

に推薦入学願書及び自己アピール書を提出しなければな

らない。

出願期間は、平成１８年１月２６日（木）午前９時から２

月２日（木）正午までとし、受付時間、出願手続等の詳

細については、教育長が別に定める。

５ 報告書

在籍中学校長から高等学校長に提出する報告書は、次

のとおりとし、その様式等については、教育長が別に定

める。

� 推薦書

� 調査書

愛 媛 県 報平成１７年１０月１４日 第１７０２号

１０５９



６ 学力検査

学力検査は、行わない。

７ 面接、集団討論、作文、小論文及び実技テスト

� 推薦入学志願者全員に対して、面接及び集団討論の

うちから少なくとも１つ並びに作文及び小論文のうち

から少なくとも１つの合わせて２つ以上を行う。

なお、面接、集団討論、作文及び小論文の選定その

他実施内容は、高等学校長が当該高等学校の学科ごと

に定め、事前に公表する。

� 実技テストは、工業科のデザイン科の推薦入学志願

者に対して行う。

� 面接、集団討論、作文、小論文及び実技テストを行

う期日及び場所は、次のとおりとする。

平成１８年２月９日（木） 志願先高等学校（本校又

は分校）

８ 推薦入学者の選抜

高等学校長は、各高等学校、学科等の特色を踏まえて

、自己アピール書、報告書並びに面接、集団討論、作文

、小論文及び実技テストの結果等を総合的に判定し、推

薦入学者を選抜する。

９ 合格者の発表

合格者の発表を行う期日は、次のとおりとし、発表の

方法等は、教育長が別に定める。

平成１８年３月２０日（月）

�������
�愛媛県教育委員会告示第１１号
平成１８年度愛媛県県立中等教育学校入学者選考実施要項を

次のように定める。

平成１７年１０月１４日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

平成１８年度愛媛県県立中等教育学校入学者選考実施要

項

平成１８年度愛媛県県立中等教育学校の入学者の選考は、こ

の要項に基づいて実施する。ただし、第４学年の欠員補充の

ための編入学については、愛媛県教育委員会教育長（以下「

教育長」という。）が別に定める要領により行う。

１ 募集人員

平成１８年度県立中等教育学校の第１学年の募集人員は、

次のとおりとする。

愛媛県立今治東中等教育学校 １６０名

愛媛県立松山西中等教育学校 １６０名

愛媛県立宇和島南中等教育学校 １６０名

２ 通学区域

通学区域は、次のとおりとする。

中等教育学校名 通 学 区 域

今治東 四国中央市、新居浜市、西条市、今治市、越智
郡、松山市（平成１６年１２月３１日現在における北
条市の区域に限る。）

松山西 松山市、伊予市、東温市、伊予郡、上浮穴郡、
大洲市、喜多郡、今治市のうち菊間町

宇和島南 大洲市、喜多郡、八幡浜市、西宇和郡、西予市
、宇和島市、北宇和郡、南宇和郡

３ 出願資格

入学を志願できる者は、次の各号のいずれかに該当する

者とする。

� 平成１８年３月末日までに県内の小学校又はこれに準ず

る学校（以下「小学校等」という。）を卒業する見込み

の者

� 平成１８年３月末日までに県外の小学校等を卒業する見

込みの者で、教育長が特別に出願を認めたもの

４ 出願

入学志願者は、在籍する小学校等の校長（以下「小学校

長」という。）を経て、次の表の左欄に掲げる志願先の中

等教育学校に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる中学校（

以下「志願先学校に対応する中学校」という。）の校長（

以下「中学校長」という。）に入学志願書及び入学志願理

由書を提出しなければならない。

出願期間は、平成１７年１２月１９日（月）午前９時から同月

２６日（月）正午までとし、受付時間、出願手続等の詳細に

ついては、教育長が別に定める。

愛媛県立今治東中等教育学校 愛媛県立今治東中学校

愛媛県立松山西中等教育学校 愛媛県立松山西中学校

愛媛県立宇和島南中等教育学校 愛媛県立宇和島南中学校

５ 調査書

調査書は、小学校長から中学校長に提出するものとし、

その様式等については、教育長が別に定める。

６ 面接、作文及び適性検査

� 入学志願者全員に対して、面接、作文及び適性検査を

行う。

� 面接、作文及び適性検査を行う期日及び場所は、次の

とおりとする。

平成１８年１月２１日（土） 志願先学校に対応する中学

校

７ 入学者の選考

� 中学校長は、入学志願理由書、調査書並びに面接、作

文及び適性検査の結果を総合的に判断して、入学予定者

を選考する。

� 入学予定者の発表を行う期日は、次のとおりとし、発

表の方法等は、教育長が別に定める。

平成１８年１月２５日（水）午前９時

８ 入学予定者の欠員の補充

入学辞退その他の理由により、入学予定者に欠員を生じ

た場合は、あらかじめ定めた補欠入学予定者の中から、入

学意思を確認の上、これを補充する。

なお、欠員を補充する期間、その実施方法等については

、教育長が別に定める。

�������
�愛媛県教育委員会告示第１２号

ろう

平成１８年度愛媛県県立盲学校、聾学校及び養護学校の高等

部入学者選抜実施要項を次のように定める。

平成１７年１０月１４日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦
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教育委員会訓令

ろう

平成１８年度愛媛県県立盲学校、聾学校及び養護学校の

高等部入学者選抜実施要項
ろう

平成１８年度愛媛県県立盲学校、聾学校及び養護学校の高等

部の本科及び専攻科の入学者の選抜は、この要項に基づいて

実施する。

１ 募集人員
ろう

平成１８年度県立盲学校、聾学校及び養護学校の高等部の

本科及び専攻科の第１学年の募集人員は、別に定める。

２ 出願資格

入学を志願できる者は、心身の故障が学校教育法施行令

（昭和２８年政令第３４０号）第２２条の３に定める程度の者で

、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げ

る要件のいずれかに該当するものとする。

� 本科
ろう

ア 平成１８年３月末日までに盲学校、聾学校若しくは養

護学校の中学部若しくは中学校（以下「中学部等」と

いう。）を卒業する見込みの者又は中等教育学校の前

期課程を修了する見込みの者

イ 中学部等を卒業した者又は中等教育学校の前期課程

を修了した者

ウ 中学部等を卒業した者と同等以上の学力があると認

められる者

� 専攻科
ろう

ア 平成１８年３月末日までに盲学校、聾学校若しくは養

護学校の高等部、高等学校又は中等教育学校（以下「

高等部等」という。）を卒業する見込みの者

イ 高等部等を卒業した者又はこれと同等以上の学力が

あると認められる者

３ 出願

入学志願者は、在籍学校又は出身学校の校長（以下「在

籍学校等校長」という。）を経て（在籍学校及び出身学校

のない場合は直接）、志願先学校の校長（以下「志願先校

長」という。）に入学願書を提出しなければならない。

出願期間は、平成１８年２月１日（水）午前９時から同月

１６日（木）正午までとし、受付時間、出願手続等の詳細に

ついては、愛媛県教育委員会教育長（以下「教育長」とい

う。）が別に定める。

４ 報告書

在籍学校等校長から志願先校長に提出する報告書は、次

のとおりとし、その様式等については、教育長が別に定め

る。

� 調査書

� 健康診断票

５ 学力検査
ろう

盲学校、聾学校及び養護学校の高等部の本科（普通科を

除く。）及び専攻科の入学志願者に対して次により学力検

査を行う。

� 本科

ア 検査教科

志願先校長が、学校の実態に応じて決定する。

イ 検査問題
ろう

盲学校、聾学校及び養護学校小学部・中学部学習指

導要領（平成１１年３月文部省告示第６１号）に示されて

いる中学部の各教科の目標及び内容に則し、基本的事

項について出題する。

ウ 検査期日

平成１８年３月３日（金）

エ 検査場
ろう

志願先の盲学校、聾学校又は養護学校（本校）

� 専攻科

ア 検査教科

松山盲学校長が、学校の実態に応じて決定する。

イ 検査問題
ろう

盲学校、聾学校及び養護学校高等部学習指導要領（

平成１１年３月文部省告示第６２号）に示されている各教

科の目標並びに各科目の目標及び内容に則し、基本的

事項について出題する。

ウ 検査期日

平成１８年３月３日（金）

エ 検査場

松山盲学校

６ 面接及び適性検査

� 面接

入学志願者全員に対して行う。

� 適性検査

ア 志願先校長が、学科の特色から判断して必要と認め

る学科の入学志願者に対して行う。

イ 内容は、志願先校長が、学科の特色に応じて決定す

る。

� 期日

学力検査の検査期日と同じ日とする。

７ 入学者の選抜

志願先校長は、報告書、学力検査の成績等を資料として

、次により入学者を選抜する。

� 各学校、学科等の特色を踏まえて、その教育を受ける

に足る能力・適性等を判定する。

� 合否の判定に当たっては、報告書並びに学力検査の成

績、面接及び適性検査の結果等を総合して判定する。

８ 合格者の発表

合格者の発表を行う期日は、次のとおりとし、発表の方

法等は、教育長が別に定める。

平成１８年３月２０日（月）

�愛媛県教育委員会訓令第２号
教育委員会事務局

県 立 学 校

愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程等の一部を改

正する訓令を次のように定める。

平成１７年１０月１４日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程等の一部

を改正する訓令

（愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程の一部改正

愛 媛 県 報平成１７年１０月１４日 第１７０２号
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公営企業公告

）

第１条 愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程（昭和

３２年２月愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のよう

に改正する。

第１条第２項の表総務課の項第９号中「（県立中学校を

除く。）」を削り、同表教職員課の項第１号中「（県立中

学校教職員を除く。以下同じ。）」を削る。

（愛媛県県立学校修学旅行実施要領の一部改正）

第２条 愛媛県県立学校修学旅行実施要領（昭和３９年３月愛

媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する

。

第４条に次のただし書を加える。

ただし、中等教育学校においては、前期課程、後期課

程、それぞれ１回とする。

第５条第１号を削り、同条第２号中「（盲学校」を「、

中等教育学校の後期課程並びに盲学校」に改め、「を含む

。）」を削り、同号を同条第１号とし、同号の次に次の１

号を加える。
ろう

� 中等教育学校の前期課程並びに盲学校、聾学校及び

養護学校の中学部 ４泊５日

第６条第１項第１号を削り、同項第２号中「高等学校」

の下に「及び中等教育学校の後期課程」を加え、同号を同

項第１号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 中等教育学校の前期課程 ２５人

（愛媛県県立学校教育課程基準の一部改正）

第３条 愛媛県県立学校教育課程基準（昭和４８年３月愛媛県

教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

第１条を削る。

第２条中「施行規則」を「学校教育法施行規則（昭和２２

年文部省令第１１号。以下「施行規則」という。）」に改め

、同条を第１条とし、同条の次に次の１条を加える。

（中等教育学校）

第２条 中等教育学校の前期課程の教育課程については、

施行規則第５４条の２の規定に基づく中学校学習指導要領

（平成１０年１２月文部省告示第１７６号）及び施行規則第６５

条の１１第１項の規定に基づく中等教育学校並びに併設型

中学校及び併設型高等学校の教育課程の基準の特例を定

める件（平成１０年１１月文部省告示第１５４号）によらなけ

ればならない。

２ 中等教育学校の後期課程の教育課程については、施行

規則第５７条の２の規定に基づく高等学校学習指導要領及

び施行規則第６５条の１１第１項の規定に基づく中等教育学

校並びに併設型中学校及び併設型高等学校の教育課程の

基準の特例を定める件によらなければならない。

別表第１中「第２条」を「第１条」に改める。

附 則

１ この訓令は、平成１８年４月１日から施行する。

２ 次の表の左欄に掲げる中等教育学校における平成１８年度

の修学旅行について、愛媛県県立学校修学旅行実施要領第

７条第２項の規定に基づき平成１７年度中に教育長に協議す

るときは、同項の規定にかかわらず、それぞれ同表の右欄

に掲げる中学校の校長が行うものとする。

今治東中等教育学校 今治東中学校

松山西中等教育学校 松山西中学校

宇和島南中等教育学校 宇和島南中学校

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

１ 入札に付する事項

� 件名

医療機械の購入

� 購入物品名及び数量

デジタルＸ線透視撮影装置一式（移動型Ｘ線テレビ装

置一式、ワークステーション一式、記録装置一式、フィ

ルムプリンター一式、周辺機器一式、据付け、調整等一

式）

� 購入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 納入期限

平成１８年３月２５日

� 納入場所

愛媛県立新居浜病院

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので

、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者で

あるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金

額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ

と。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「機械器具類」又は「薬品

類」について平成１７年度の製造の請負等に係る一般競争入

札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項

に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 納入期限までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にな

い者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわ

たり円滑に実施できる者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の

交付場所及び問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０
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愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２７９４

� 入札書の受領期限

平成１７年１１月２９日（火）午後３時２０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１７年１１月２９日（火）午後３時２０分

愛媛県公営企業管理局会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管

理規程第９号）第１７６条において例によることとされる

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条

から第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入

札書に、この公告に示した物品を納入できることを証明

する書類を添付して、入札書の受領期限までに提出しな

ければならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関

し説明を求められた場合は、これに応じなければならな

い。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入

札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入

札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業

管理者が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計

規程第１７６条において例によることとされる愛媛県会計

規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制

限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったもの

を落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary
� Nature and quantity of the product to be purchased：
Digital X―ray Television System，１ set

� Time limit of tender：３：２０ p．m．，２９ November２００５
� For further information，please contact： Property
Management Section，General Affairs Division，Public
Enterprise Administration Bureau，Ehime Prefectural
Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime
７９０―８５７０ Japan
TEL０８９―９１２―２７９４
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

１ 入札に付する事項

� 件名

医療機械の借入れ

� 借入物品名及び数量

磁気共鳴画像診断（ＭＲＩ）システム一式（磁気共鳴

画像診断装置一式、周辺機器一式、据付け、調整等一式

）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期限

平成１８年３月２６日から平成２４年３月２５日まで

� 借入場所

愛媛県立中央病院

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額に当該金額の５パーセントに相当する額を加算した金

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とす

るので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載

すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成１７

年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を

有すると認められた業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 借入期限の開始までに確実に納入できる体制が整備さ

れていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にな

い者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の

交付場所及び問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２７９４

� 入札書の受領期限

平成１７年１１月２９日（火）午後２時

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１７年１１月２９日（火）午後２時

愛媛県公営企業管理局会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛 媛 県 報平成１７年１０月１４日 第１７０２号
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愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管

理規程第９号）第１７６条において例によることとされる

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条

から第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入

札書に、この公告に示した物品を納入できることを証明

する書類を添付して、入札書の受領期限までに提出しな

ければならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関

し説明を求められた場合は、これに応じなければならな

い。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入

札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入

札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業

管理者が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計

規程第１７６条において例によることとされる愛媛県会計

規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制

限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったもの

を落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary
� Nature and quantity of the product to be leased：
Magnetic Resonance Imaging System，１ set

� Time limit of tender：２：００ p．m．，２９ November２００５
� For further information，please contact： Property
Management Section，General Affairs Division，Public
Enterprise Administration Bureau，Ehime Prefectural
Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime
７９０―８５７０ Japan
TEL０８９―９１２―２７９４
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

１ 入札に付する事項

� 件名

医療機械の借入れ

� 借入物品名及び数量

血管連続撮影システム一式（血管造影Ｘ線診断装置一

式、周辺機器一式、据付け、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期限

平成１８年３月２６日から平成２４年３月２５日まで

� 借入場所

愛媛県立中央病院

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額に当該金額の５パーセントに相当する額を加算した金

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とす

るので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載

すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成１７

年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を

有すると認められた業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 借入期限の開始までに確実に納入できる体制が整備さ

れていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にな

い者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の

交付場所及び問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２７９４

� 入札書の受領期限

平成１７年１１月２９日（火）午後２時２０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１７年１１月２９日（火）午後２時２０分

愛媛県公営企業管理局会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管

理規程第９号）第１７６条において例によることとされる

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条

から第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入

札書に、この公告に示した物品を納入できることを証明

する書類を添付して、入札書の受領期限までに提出しな

ければならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関

し説明を求められた場合は、これに応じなければならな

い。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入
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札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入

札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業

管理者が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計

規程第１７６条において例によることとされる愛媛県会計

規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制

限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったもの

を落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary
� Nature and quantity of the product to be leased：
Angiography System，１ set

� Time limit of tender：２：２０ p．m．，２９ November２００５
� For further information，please contact： Property
Management Section，General Affairs Division，Public
Enterprise Administration Bureau，Ehime Prefectural
Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime
７９０―８５７０ Japan
TEL０８９―９１２―２７９４
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

１ 入札に付する事項

� 件名

医療機械の借入れ

� 借入物品名及び数量

県立病院コンピュータ断層装置（ＣＴ）システム二式

（コンピュータ断層撮影装置二式、周辺機器二式、据付

け、調整等二式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期限

平成１８年３月２６日から平成２４年３月２５日まで

� 借入場所

愛媛県立今治病院

愛媛県立新居浜病院

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額に当該金額の５パーセントに相当する額を加算した金

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とす

るので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載

すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成１７

年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を

有すると認められた業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 借入期限の開始までに確実に納入できる体制が整備さ

れていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にな

い者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の

交付場所及び問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２７９４

� 入札書の受領期限

平成１７年１１月２９日（火）午後２時４０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１７年１１月２９日（火）午後２時４０分

愛媛県公営企業管理局会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管

理規程第９号）第１７６条において例によることとされる

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条

から第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入

札書に、この公告に示した物品を納入できることを証明

する書類を添付して、入札書の受領期限までに提出しな

ければならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関

し説明を求められた場合は、これに応じなければならな

い。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入

札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入

札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業

管理者が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計

規程第１７６条において例によることとされる愛媛県会計

規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制

限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったもの

を落札者とする。

� その他
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詳細は、入札説明書による。

５ Summary
� Nature and quantity of the product to be leased：
X―ray Computed Tomography Scanner System of
Prefectural Hospital，２ set

� Time limit of tender：２：４０ p．m．，２９ November２００５
� For further information，please contact： Property
Management Section，General Affairs Division，Public
Enterprise Administration Bureau，Ehime Prefectural
Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime
７９０―８５７０ Japan
TEL０８９―９１２―２７９４
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成１７年１０月１４日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

１ 入札に付する事項

� 件名

医療機械の借入れ

� 借入物品名及び数量

シンチレーションカメラシステム一式（デジタルガン

マカメラ一式、周辺機器一式、据付け、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期限

平成１８年３月２６日から平成２４年３月２５日まで

� 借入場所

愛媛県立新居浜病院

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額に当該金額の５パーセントに相当する額を加算した金

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とす

るので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載

すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成１７

年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を

有すると認められた業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 借入期限の開始までに確実に納入できる体制が整備さ

れていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にな

い者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の

交付場所及び問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２７９４

� 入札書の受領期限

平成１７年１１月２９日（火）午後３時

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１７年１１月２９日（火）午後３時

愛媛県公営企業管理局会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管

理規程第９号）第１７６条において例によることとされる

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条

から第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入

札書に、この公告に示した物品を納入できることを証明

する書類を添付して、入札書の受領期限までに提出しな

ければならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関

し説明を求められた場合は、これに応じなければならな

い。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入

札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入

札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業

管理者が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計

規程第１７６条において例によることとされる愛媛県会計

規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制

限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったもの

を落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary
� Nature and quantity of the product to be leased：
Digital Gamma Camera System，１ set

� Time limit of tender：３：００ p．m．，２９ November２００５
� For further information，please contact： Property
Management Section，General Affairs Division，Public
Enterprise Administration Bureau，Ehime Prefectural
Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime
７９０―８５７０ Japan
TEL０８９―９１２―２７９４
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任 免 辞 令

�公営企業任免辞令
９月３０日

愛媛県技術吏員 酒 井 希美子

同 小 村 智 子

同 石 川 亜 子

同 森 明 恵

願により本職を免ずる（各通）

主任業務員 渡 部 学

願により職務を解く
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１０月１日

藤 谷 太 郎

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（一）４級を命ずる

医監を命ずる

県立中央病院麻酔科部長を命ずる

入 船 和 典

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（一）２級を命ずる

県立今治病院内科医長を命ずる

新 居 章

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（一）１級を命ずる

技師を命ずる

県立中央病院勤務を命ずる
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古紙配合率100％再生紙を使用しています 
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